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ゆうちょ銀行のビジネスモデル
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基本的ビジネスモデル

今後の展開と申請業務の位置づけ
<総合生活支援企業グループとしての機能拡充>

<公益性、地域性を発揮（総務大臣指示）>

全国津々浦々の郵便局ネットワークがメイン

チャネル

商品
個人が必要とする預金、送金、ローン等の基本的な

金融サービス（ユニバーサルサービスを含む。）

基本的な金融サービスが中心であることは不
変
－今回の個人向けローンは、個人が必要とす

る基本的金融サービスを充足するもの

商品ラインナップは多様化

○ 個人のお客さまに基本的な金融サービス（預金、送金、ローン）を郵便局ネットワークを通じて提供
○ お客さまからお預けいただいた資金を、機関投資家として、リスクの多様化を図りつつ国債を中心に運用
○ 今回の個人向けローンは、個人が必要とする基本的金融サービスを充足するもの

また、法人等向け貸付けは、信用リスク資産拡大に資するもの
○ 商品ラインナップは、規模は限定的ながらも、品揃えを拡充
○ 小口個人の資金を市場で運用する機関投資家としての基本的な性格は維持

資金運用

国債を中心とした有価証券運用が基本

－金利リスク偏重、リスク多様化が課題

顧客
国内個人（マスリテール）

－ 高齢層に強み

－ 勤労世代に弱み

引き続き国内個人を中心

勤労世代のニーズに対応するため、ローンサ
ービスを拡充

郵便局を中心とすることは不変

国債を中心とする有価証券運用がメインであ
ることは不変

リスク多様化の観点から、信用リスク資産へ
の運用を拡大

－今回の法人等向け貸付けは、信用リスク資
産拡大に資するもの
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○ 民営化後、徐々に運用資産の多様化を実施

○ 今後、新規業務を認可いただいた後、漸進的に貸出金のエクスポージャーを拡大

⇒ 機関投資家としての性格は維持

運用資産の推移

１９年度末 ２３年度末 今後の展開

運用資産合計 ２０５兆円 運用資産合計 １９３兆円

国債＋預託金等

８８ ％

その他 １２ ％

国債等

７６ ％

その他 ２４ ％

○ 国債運用が中心で

あることは不変

○ 徐々に国債以外の

エクスポージャーを

拡大

《参考》申請中の業務（5年後）

住宅ローン ０．８兆円

企業向け貸付 ０．４兆円

今回申請中の業務
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金利種別
貸出金利
（下限）

貸出金額シェア
（媒介実績）

都銀A 地銀B 信金C

固定 1.800% 20年以下 1.82% 20年以下 1.80% 20年以下 1.85%

借換プラン

変動 2.475%

変動 3.575%

変動 3.575%

個人事業主プラン 変動 3.575%

働く女性プラン 変動 3.225%

変動 2.475%

変動 3.100%

変動 3.475%

変動 5.100%

【0.875%】
（変動）

【0.975%】
（変動）

【0.925%】
（変動）

フラット35

21%

79%

商品名（仮称）

資産活用・親孝行住宅ローン

キャリアアッププラン

アクティブシニアプラン

つなぎローン

住宅諸費用ローン

2.475%

ビジネスオーナープラン

基本プラン

固定･変動

ビジネスマンプラン

※1 貸出金利（下限）：2012年10月1日現在の適用金利の下限。
※2 貸出金額シェア（媒介実績）：2012年度上期
※3 【】内に記載されている数値は、優遇後の金利。

セグメント型商品

個人向けローン（住宅ローン）の商品性

【当行商品】 【他行商品】

○ 本体参入後の商品は、媒介業務の商品性を継続。重点商品のセグメント型商品は、他行商品の金利帯とは異なる。

⇒他行と競合しにくいラインナップ
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来
店
型

営
業
型

商品ラインアップ エンドユーザー

＜ニッチ層＞
アクティブシニア

個人事業主
会社経営者

等

セグメント型

基本型

フラット35

カードローン

住
宅
ロ
ー
ン

目
的
別
ロ
ー
ン

教育

自動車

リフォーム

フリー

親孝行

ゆうちょ顧客
（来店顧客）

個人向けローンの営業方針

【不動産会社等を通じた営業】 セグメント型住宅ローン
【ゆうちょ銀行直営店来店顧客への対応】 基本型・フラット35住宅ローン（82店舗）、目的別ローン、カードローン
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〈媒介業務〉 〈個人向け融資業務〉

直営店

ゆうちょ銀行

（82店舗）

スルガ銀行

審査部

［業務集中拠点（晴海） ］

申
込
・
契
約

契
約
書
類

貸出実行

〈業務補助〉
SDPセンター（株）

［業務受託会社］

〈保証・管理業務〉

SDP(株）
[保証会社］

業務委託契約保証契約

お
客
さ
ま

督促支店
（稟議回付・債権管理）

直営店

ゆうちょ銀行

（82店舗）

スルガ銀行

審査部

［業務集中拠点（晴海） ］

申
込
・
契
約

契
約
書
類

貸出実行

〈業務補助〉
SDPセンター（株）

［業務受託会社］

〈保証・管理業務〉

SDP(株）
[保証会社］

業務委託契約保証契約

お
客
さ
ま

督促支店
（稟議回付・債権管理）

直営店

ゆうちょ銀行

（82店舗）

ゆうちょ銀行

審査室

［業務集中拠点（晴海） ］

申
込
・
契
約

契
約
書
類

貸出実行

〈業務補助〉
SDPセンター（株）

［業務受託会社］

〈保証・管理業務〉

SDP(株）
[保証会社］

業務委託契約保証契約

ローン取扱集中店
（稟議回付・債権管理）

お
客
さ
ま

督促

直営店

ゆうちょ銀行

（82店舗）

ゆうちょ銀行

審査室

［業務集中拠点（晴海） ］

申
込
・
契
約

契
約
書
類

貸出実行

〈業務補助〉
SDPセンター（株）

［業務受託会社］

〈保証・管理業務〉

SDP(株）
[保証会社］

業務委託契約保証契約

ローン取扱集中店
（稟議回付・債権管理）

お
客
さ
ま

督促

現在３００名程度うち半
数程度は経験者。当初
は50店舗からスタート

現在１００名中２割程
度当行社員を配属

当行社員を順次
出向させノウハ
ウを取得中

経験者数名配置予定

媒介業務の体制を継続活用

個人向け融資業務（本体参入）と媒介業務の体制

○ 個人向け融資業務の審査体制は、媒介業務時の体制を継続し活用
○ 人材については、他の金融機関の実務経験者等中途採用、既存の社員の派遣研修等を実施し、人材の確保・育成を実施。
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ゆうちょ銀行 本社

市場ﾌｧｲﾅﾝｽ室審査室

法
人
の
お
客
さ
ま市場管理部

②リスク評価・格付取得
①案件

受付

③格付取得

⑤審査

承認 否決

⑨融資実行
⑩管理 ⑧報告

⑥謝絶

⑫期中管理（自己査定）
⑪モニタリング

⑬期日回収

⑭延滞

⑯償却

⑮督促、保証履行 等

報
告

④稟議

リスク管理統括部 連携

⑥契約書作成・契約

（ミドル） （ミドル） （フロント）

（バック）

⑦契約締結

（億円）

0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

19年度 20年度 21年度 22年度 23年度

シンジケートローン等の残高の推移

※貸付債権のセカンダリを含み、地公体向け貸付けを除く。

（１０人）（２２人）

（４７人）

（５１人）

現在の法人等向け貸付け（シ・ローン等）の体制と残高推移

○ シンジケートローン等既存の貸付け業務においても、他の民間銀行同様に、財務面、非財務面等を総合的に勘案した上で
貸付け諾否を決定している。

○ 民営化後、上記の結果、シローン、貸出債権の買取等において不良債権は発生していない。また、民営化以降、着実に残
高も増加しており、ノウハウも蓄積されつつある。
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ゆうちょ銀行 本社

融資部審査室

法
人
の
お
客
さ
ま市場管理部

②リスク評価・格付取得
①案件発掘

③格付取得

⑤審査

承認 否決

⑨融資実行

⑩管理

⑧報告

⑥謝絶

⑫期中管理（自己査定） ⑪モニタリング

⑬期日回収

⑭延滞

⑯償却

⑮督促、保証履行 等

報
告

記録

④稟議

リスク管理
統括部

連携

⑥契約書作成・契約

（ミドル） （ミドル） （フロント）

（バック）

⑦契約締結

【今後の実施体制】

（１０＋３人）

下限スプレッ
ド基準

（信用コスト率）

基準金利
（調達金利）

下限スプレッ
ド基準（経費率）

資金調達コスト、
経費率、信用
コストを確保

（下限の金利水準）

（実際の金利水準）

【法人等向け貸付けの貸出金利の構造】

今後の法人等向け貸付け業務の実施体制

○ 相対貸付け開始に当たり、既存業務で蓄積したノウハウ（審査態勢、与信管理体制等）等を有効活用。
○ 市場部門から独立した部門として融資部門（融資部）を設置、融資業務を集中させることで情報遮断を徹底。
○ 貸出金利においては、資金調達コスト、経費率、信用コストを確保する金利水準を決定（ダンピングは行わない）。
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●（資産）国債への運用割合が高くリスク
アセットが少ない。→リスク許容度あり。

●（負債）安定的な資金源である定期性
個人預金が他行に比べ多い。
→ やや中長期の資金提供も可能。

●５０億円～１００億円規模の大口融資も
可能（社債発行の代替も可能）。

資産負債構成

●送金・決済に振替口座をご利用いただ
いている企業については、資金の流れ
を把握しやすい。

簡易な送金・決済手段

リーマンショック時の流動性危機の経験
から資金調達基盤の安定化のニーズ

●資金調達先の分散化・多様化ニーズ
（大手商社では、４０社程度の調達
先を確保している例もあり）。

●中長期の資金確保に係るニーズ

●社債による調達は、発行コストがや
や割高になるケースあり。

上場企業等

●資金ニーズはあるが、小規模である

ため融資を受けにくい。

中小企業（例：ふるさと小包企業）

大口の長期資金を
安定的に供給

１件あたりの融資額
に上限（1,000万
円）を設けて対応

ゆうちょ銀行の特徴 法人のニーズ

法人向け貸付けの営業方針

○上場企業等については、長期的な信頼関係を基本とし、大口の長期資金を安定的に供給
○中小企業（例：ふるさと小包企業等）については、融資額に上限を設けつつ、地域に資金を還元
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住宅ローン市場
（２０１２年３月末 約１７０兆円）

９９．５５％
他の民間金融機関等

０．４５％
ゆうちょ銀行
（２０１７年度目標残高（平残）7,900億円）

大企業に対する貸付
（２０１２年３月末 約１１２兆円）

９９．６９％
他の民間金融機関

０．３１％
ゆうちょ銀行
（２０１８年３月末目標残高3,500億円）

出典：「全国銀行協会全国銀行預金貸出金速報 」、 「住宅金融支援機構」、 「日本銀行 貸出先別貸出金」

【住宅ローン】
住宅ローン市場は約１７０兆円。当行の５年後の目標残高（平残）約７，９００億円はシェア０．４５％。

【企業向け貸付け】
国内銀行の大企業に対する貸付残高は約１１２兆円（2012年3月末）。
当行の５年後の目標残高（末残）３，５００億円はシェア０．３１％。

当行の目標残高と市場規模


